
歳出比較分析表(平成18年度普通会計決算) 島根県 松江市

経常収支比率の分析
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松江市

※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとに
　　チャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）
　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政
　　構造に弾力性があることを示している。
　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類
　　した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
（注）表示されている各数値のうち、平成14年度及び平成15年度については合併前の旧松江市の数値であり、そのほかの合併団体にかかる決算値は含まれていま

せん。平成16年度以降については合併後の松江市の数値になっています。

　経常収支比率全体では、前年度の８９．６％から３．３ポイント増の９２．６％となりました。比率が上昇した主な要因としては、比率を算出する際の分母に

当たる経常一般財源の収入額の減少、分子に当たる経常的支出のうち、人件費・扶助費・繰出金の増があります。

　人件費については、類似団体との比較では低い水準を保っていますが、定年退職分の退職金が前年度に対し１１名分増となったため、類似団体の平均値が０．

３ポイント減となっているのに対し、松江市では１．０ポイント増となりました。

　物件費については、一般事務経費などの内部管理経費を中心に抑制を図った結果、０．１ポイントの伸びにとどまりました。類似団体も概ね同様の推移となっ

ていますが、類似団体の平均値は０．４ポイント増となっており、松江市においてはそれよりも若干伸びが小さくなっています。

　扶助費については、私立保育所運営費や児童手当の増により、０．６ポイント増の８．１％となりました。また扶助費についても類似団体平均とほぼ同様の推

移となっています。

　公債費については、主に平成１６年度までの市町村合併前各団体において実施した都市基盤整備等の結果、公債費の高止まりが続いている状況で、類似団体中

最も高い数値となっていますが、公債費総額のピークは過ぎたものと考えられ、経常収支比率上も前年から０．７ポイント減となりました。

　その他では、特に下水道事業特別会計に対する繰出金について、総務省の示す繰出基準に基づいて繰出ルールを変更したことにより、経常収支比率を２．３ポ

イント押し上げる結果になりました。下水道への繰出ルールの変更の影響は、団体ごとの下水道事業の実施状況や実施手法により異なるため、その他の項目の類

似団体平均値は松江市とは逆に０．５ポイント低下しています。

　類似団体と比較すると、公債費以外では類似団体中３番目に低い水準となっているものの、公債費の値が類似団体中で最も高く、そのことが全体の比率を押し

上げる結果になっています。今後、物件費等の歳出抑制なども継続しつつ、市債発行の抑制や既発債の繰上償還などにより、市債残高を減少させ、公債費支出の

削減を図ります。

　人件費及び人件費に準ずる費用の人口1人当たり決算額については、清掃業務及び消防業務を市の直営で実施していることによる職員数の多さを反映している

ことに加え、特に合併前の旧松江市を中心に、幼稚園や市立女子高校での教育を推進していることにより賃金などの経費がより多くかかっており、それにより決

算額が類似団体よりも大きくなっているものです。

　公債費及び公債費に準ずる費用については、経常収支比率の分析の中にもありますように、過去の都市基盤整備による市債発行や、特に下水道事業を中心とし

た公営企業に対する繰出金などが、類似団体と比べて決算額を大きなものにしている要因です。

　普通建設事業費について、年度間の動きを見てみますと、平成16年度・平成17年度の決算額の大きさが目立ちます。平成15年度以前は合併前の旧松江市のみの

数値ですので比較ができませんが、平成16年度は実質的には合併前の各市町村の決算額の合算値、平成17年度については当初予算までは実質的に合併前の各市町

村での予算編成となっており、合併後の松江市として予算編成・執行・決算まで一貫して財政運営を行った最初の年度が平成18年度でした。そのなかで、真に必

要な事業の精査を厳しく行い、その結果決算額の大幅な縮小を達成しました。一人当たりの決算額を類似団体と比べるとまだ高い水準にありますが、今後も引き

続き必要な事業の精査を行い、適正な規模の事業実施に努めていきます。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 15,914,177 82,184 73,521 11.8
賃金（物件費） 992,625 5,126 3,514 45.9
一部事務組合負担金（補助費等） 650 3 2,673 ▲ 99.9
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） 339,641 1,754 691 153.8
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - 0 -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 439,591 2,270 2,365 ▲ 4.0
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 248,709 1,284 1,391 ▲ 7.7
▲退職金 ▲ 1,575,035 ▲ 8,134 ▲ 7,630 6.6
合計 16,360,358 84,488 76,524 10.4

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 8.74 8.04 0.70
ラスパイレス指数 97.5 98.3 ▲ 0.8

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。）

14,358,958 74,152 45,005 64.8

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等

30,000 155 26 496.2

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 4,849,701 25,045 13,056 91.8
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

42,328 219 1,667 ▲ 86.9

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

821,456 4,242 1,898 123.5

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

518 3 24 ▲ 87.5

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 11,036,391 ▲ 56,994 ▲ 32,108 77.5

合計 9,066,570 46,822 29,568 58.4

当該団体決算額
（千円）

当該団体決算額
（千円）

歳出比較分析表(平成18年度普通会計決算) 島根県 松江市

※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

10,050,681 67,893 ▲ 43.0 47,854 ▲ 11.6 ▲ 31.4

うち単独分 6,080,864 41,076 ▲ 48.6 31,392 ▲ 17.0 ▲ 31.6

9,372,488 63,476 ▲ 6.5 38,242 ▲ 20.1 13.6

うち単独分 6,296,610 42,644 3.8 27,554 ▲ 12.2 16.0

20,352,908 105,035 65.5 68,917 80.2 ▲ 14.7

うち単独分 15,154,617 78,208 83.4 41,973 52.3 31.1

21,704,148 111,904 6.5 46,881 ▲ 32.0 38.5

うち単独分 16,176,456 83,404 6.6 30,527 ▲ 27.3 33.9

13,491,402 69,672 ▲ 37.7 46,072 ▲ 1.7 ▲ 36.0

うち単独分 9,296,058 48,007 ▲ 42.4 28,341 ▲ 7.2 ▲ 35.2

過去５年間平均 14,994,325 83,596 ▲ 3.0 49,593 3.0 ▲ 6.0

うち単独分 10,600,921 58,668 0.6 31,957 ▲ 2.3 2.9

当該団体決算額
（千円）
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